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一　般　教　育　研　究（5）
── 第58回東北・北海道地区大学一般教育研究会 ──
石澤　淳好、棚橋浩太郎、原田　　邦
（五十音順）
第58回東北・北海道地区大学一般教育研究会が平成20年９月４・５日、
北海道大学学術交流会館において開催された。全体会のテーマは「新たな
学士課程教育の構築」であり、本年３月における中央教育審議会・大学分
科会・制度・教育部会報告「学士課程教育の構築に向けて」（以下、中教
審ならびに中教審報告と略記）の公表をうけてのものである。同報告の提
言が大学に対して強く求めている事柄は、まず現時点で「ユニバーサル段
階」にある事実をしっかりと受け止めた上で、社会からの信頼に応えられ
る、国際通用性を備えた学士課程教育の構築を目指すことである。この要
請は大学全体の仕組みに関わる包括的な問題であるが、他方で本研究会に
おいてこれまで検討されてきた、教養教育、導入教育、初年次教育、キャ
リア教育といった一般教育に深く関わる諸問題をも多く含んでいる。この
認識が、今回のテーマ設定の背景となっている。
研究会運営関連の諸報告を含む総会Ⅰを終了後、直ちに全体会Ⅰが開始
された。全体会Ⅰ以降の研究会の実質部分の構成を以下に示す。
全体会Ⅰ
基調講演「新たな学士課程教育の構築－FDの義務化をめぐって－」
筑波大学　特任教授　小笠原　正明
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分科会
・第１分科会「初年次教育・導入教育・キャリア教育」
・第２分科会「高大連携・地域連携・国際連携」
・第３分科会「検証・改善・研修」
全体会Ⅱ
１　事 例 報 告　「単位の実質化－小レポートと学習の記録を用いた一つ
の試み－」
北海道大学大学院文学研究科　教授　新田　孝彦
２　分科会報告
３　意 見 交 換
研究会の参加者は、当初51大学・短期大学、計167名の予定であった。
しかし、当日参加者が合流した結果、実際には200名を超える参加者があ
ったと口頭で報告がなされた。大学関係者にとって大変関心の高い研究会
であったことがうかがえる。以下にその概要を報告する。
全体会Ⅰ
基調講演「新たな学士課程教育の構築－FDの義務化をめぐって－」
筑波大学　特任教授　小笠原　正明
平成20年３月に公開された中教審報告を話題の中心に据えた基調講演で
ある。答申を仔細に検討することを通じて、学士課程教育において大学が
直面する諸問題を再確認するとともに、今後対応を迫られるであろう課題
と対処方法について見解が述べられた。以下はその要約である。
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大学院教育に関しては、平成17年の中教審答申「新時代の大学院教育」
に沿った設置基準の改正のあと、引き続いて平成19年度にFDの義務化が
行われた。そこでは、修士・博士の学位を目指すものが将来つくはずの職
業との関係を重視しつつ、まず課程の目的を定め、教育内容を設定し、さ
らにはFDにより教育成果を高めることが求められていた。
他方、今回の学士課程に対する答申においては、全入時代のユニバーサ
ル段階にある大学にとって初年次教育が重要であるとの指摘はあるもの
の、学士課程教育全体の教育モデルが示されておらず、参考指針として学
士課程共通の学習成果に関する「学士力」が提示されるにとどまっている。
また、平成20年度において学士課程に対してFDが義務化されたものの、
学士課程の枠組みが存在せず、大学院課程のようにカリキュラム開発が即
FDに結びつくという状況にはない。大学院課程が職業との結びつきで語ら
れたのとは事情が異なり、学士課程は職業的でもあり非職業的でもあり、
その中間でもあり得るという多様性を持っている。
以上のごとく、内容が明示的ではないと思われる状況の中で、答申をさ
らに仔細に分析すると、２つの新しい傾向を見て取ることができる。一つ
は、分野別に質の保証の枠組みを作ろうという動きである。二つは、教員
の専門性が問われているということである。
日本の大学において、大綱化以降、「学科」に関して著しい増殖と分化
が発生した。学士号の分野を示す名称が、現時点で580を上回るものと報
告されていることからも、その尋常でない様子がうかがえる。学科目とい
う従来の分類概念が、原則や基本理念に基づかない状態にあることを示し
ている。その結果カリキュラムの体系化が進まず、中核となる科目が曖昧
になりつつある。特に専門基礎教育が手薄になりつつあることが懸念され
る。
分野別の質の保証を推進する際には、学術分野と教育課程の捻れや専門
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基礎を担う組織をどうするかという問題が障害として大きく立ちはだかる
と予想される。
二つめの教員の専門性であるが、大学を本務とする者の数が平成16年時
点で16万８千人いる。この単一職業集団において、大学教育職における公
共的な役割や使命、専門性に関する共通認識がなく、またその質を保証す
るシステムも存在しない状態は異常である。各専門分野の大学教員に必須
な職能あるいは教育力として、専門基礎レベルの教育能力がポイントとな
る。
教育能力を高めるためには、FDの構造化を行う必要がある。即ち、職業
規範にかかわる研修、体系的な教育理論にかかわる研修、学習方略の切り
替えに関する研修を、必要に応じて組織横断的に、また、地域コンソーシ
アムを形成しつつ実施していく必要があるだろう。
この基調講演や後述の全体会Ⅱの事例報告で再三にわたり強調されてい
たことは、このたびの中教審報告が、国際標準化への条件整備として、
“出口における品質保証”を確実に行うよう大学に強く求めているという
ことである。これは、今後の大学のあり方に大きな影響を与える課題であ
る。今回の基調講演等の内容を再度検討する過程で、薬学分野の置かれて
いる状況を振り返る機会を得たので以下に概略を述べる。
薬学教育において、従来より薬剤師国家試験という仕組みが備わってお
り、それが学習過程で習得された知識の水準を点検する役割を果たしてき
たことは、広く認められた事実である。勿論、国家試験に対する過剰な対
応が、学習の質を高めることよりも、どちらかというと合格するためだけ
の安易な対策に終始しているといった批判や懸念が表明されることはあっ
た。しかし、卒業直後に国家試験が課されることで、出口における品質保
証が一定程度なされてきたことは明らかである。
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平成18年度になって、薬学分野において大幅な教育制度の改訂が実施さ
れた。この改訂により、薬剤師養成を目的とした薬学科は、修業年度を２
年延長して６年制となり、そのカリキュラムも日本薬学会が作成したモデ
ル・コアカリキュラムに準拠した形で全面的に改められた。この新教育制
度においては、学習課程の中間地点である４年次から５年次への移行期に、
知識及び問題解決能力を評価する客観試験（Computer based Testing ; CBT）
と態度・技能を評価する客観的実技試験（Objective Structured Clinical
Examination ; OSCE）が課されることとなった。また、卒業後の薬剤師国
家試験は、実務環境を反映した統合問題が出題されるものと予想され、学
習者はこれまで以上に高度な対応能力を備えることが求められることとな
った。これらの経緯を総合して判断すると、薬剤師養成を目的とする薬学
科の教育課程は、出口保証に関して十分な対応がなされた制度となってい
ると考えることができる。
これからの本学における課題は、薬学科においては新教育制度を円滑に
構築、運営していくことであり、また、国家試験を課されることがない生
命薬科学科においては、国家試験に代わる出口の品質保証の具体的な方略
を明らかにしていくことであるといえる。
（文責　原田）
第１分科会「初年次教育・導入教育・キャリア教育」
本研究会の第１分科会には棚橋が出席した。以下第１分科会の報告を行
う。
今年の全体テーマは「新たな学士課程教育の構築」というテーマで、第
１分科会は「初年次教育・導入教育・キャリア教育」である。話題提供は
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５回行われ題目は次のようになっている。
（１）中教審報告における「教養教育」の位置づけをめぐって
（２）北海道工業大学における「学習支援室（数学）」の取り組み
（３）東北大学のキャリア教育の取り組み
（４）北海道大学における初年次学生に対する英語オンライン授業の試み
（５）理科実験による導入教育の展開
受験生全入時代、2006年問題、少子化等様々な課題が課せられた各大学
で、カリキュラムの改善、新しい試みがなされているが、この分科会では
そのいくつかについて熱心な報告と質問、議論がなされた。ここに挙げた
講演はかなり先進的なもので、莫大な費用と労力がかかっている事例もあ
るが、その優れた視点は本学でも参考になると思われる。次に各講演につ
いて詳しく説明する。
話題提供１ 中教審報告における「教養教育」の位置づけをめぐって
八戸工業大学　松浦　　勉
松浦氏は八戸工業大学で専門科目と教職科目を担当している教授であ
る。松浦氏は、最近、中央教育審議会がだした「学士課程教育の構築に向
けて（審議のまとめ）」について概説した後、「今回のまとめは教養教育の
位置づけが不十分である」と主張した。例えば2005年答申では「専門教育
との有機的な結合」などと「教養教育の位置づけ」にかなり重点が置かれ
たのに対して、今回は「教養教育の位置づけ」にふれている分量が少なく
なっている。今回は「審議のまとめ」なのでそれほど重要視していなかっ
たのか、または、あまり「位置づけ」にこだわると議論が発展しなくなる
ためか、理由は不明であるが、しかし、これは大事な問題である。「学士
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課程教育の構築」といくら中教審が力説しても肝心の「教養教育」の位置
づけが曖昧なままでいくらカリキュラムだけいじっても説得力がないと考
える。今後、講演者としては「教養教育」についてもっと具体的な検討を
行いたいと力説した。
話題提供２ 北海道工業大学における「学習支援室（数学）」の取り組み　
北海道工業大学　木村　信行
木村氏は北海道工業大学の数学教授で「学習支援室（数学）」の事例紹
介を行った。簡単に説明すると、少子化と2006年問題に対応するため北海
道工業大学では2005年から「基礎数理演習」を開設した。対象者は新入生
に行う「プレースメントテスト」の結果で成績下位の学生である。具体的
な中身は、習熟度別にクラス分けし、プリントを使って数学の基本的な問
題を解かせるということだった。時間内にできた学生は、プリントを提出、
その後教員が採点して答案を返却するが、時間内にできない場合は「学習
支援室」に集まって各自で自習、また、そこにいる担当の教員などに質問
した後、プリントの問題を解いて提出し、その後、採点、返却するという
ことである。学習支援室が開かれるのは、昼休みと特定曜日の４，５講時
で、担当は主に数学の教員である。最近は数学以外の質問もあるが、質問
する学生がまだ少ない、また、これから専門科目との連携も深めていきた
いということだった。
話題提供３ 東北大学のキャリア教育の取り組み
東北大学　千葉　政典
講演者は東北大学の全学教育（高等教育開発推進センター）の教授で、
東北大学で 2006 年から行われている「ライフ・キャリアデザイン」の事
例報告を行った。単に「職業生活への意識付け」だけでなく、学生が自分
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の生き方を自問自答する契機としたいという試みで、内容は「講義：キャ
リアデザインの考え方。現状の説明」、「討論：講師陣でテーマを決めて討
論を行う」、「モデルにふれる：学内外の講師から進路選択などの生の声を
聞く」「ディスカッション：全員で数名ごとのグループ分けをして、各グ
ループで学生間の意見交換を行う」というものである。最初の年はモデル
の講師が卒業生に偏り、ややベンチャー指向が強かったが、今年度はバラ
ンスをとって各分野から講師を依頼した。学生同士で意見交換する機会は
大事であり、学生からの評価も良いとの報告だった。まだ２年間の経験し
かないが、今後の発展が期待される試みであると感じた。
話題提供４ 北海道大学における初年次学生に対する英語オンライン授業
の試み
北海道大学　土永　　孝
土永氏は北海道大学の英語教授で、2006年度から必修になった英語２
（オンライン授業）の事例報告を行った。以前は市販されているソフトを
利用していたが、費用が多額であることと使い勝手が悪いなどの理由で市
販ソフトは止めて、英語担当の教員、また外国人教員の協力を得て自前で
オンライン教材を作ったそうである。１年生2600名が60座席４教室に分
かれてcallシステムを利用してオンライン授業を行うので、その規模と労
力は大変なものである。教材がいくつか紹介されていたが、特に、「電話
をかけてレストランを予約する」授業は大変面白い。学生によってはどの
ような質問が来るか分からないのに、その受け答えがきちんと評価できる
ようなソフトになっていることに驚いた。このようなソフトを開発する優
れた能力と外国人教員の熱意には感心した。また、この教材はどのような
ねらいなのかがはっきり例示されていた。教材は何人かの共同作業で作ら
れたそうだが、協力体制がしっかりしていると感じた。ネットで行うので、
－ 110 －
石澤　淳好、棚橋浩太郎、原田　　邦
本当に本人がやったかどうかが確認できないという欠点があるが、電話で
レストランを予約する授業は本人の声が入るのでごまかしている人はいな
いようだということだった。
話題提供５ 理科実験による導入教育の展開―理系及び文系学生向けの
「自然科学総合実験」
東北大学　関根　　勉
関根氏は東北大学の理科の教授で平成16年度から行っている「自然科学
総合実験」の事例報告を行った。この授業は理系学生1,800名全員必修の
「物理・化学・生物・地学」の融合型実験で自然現象の多次元的な理解を
うながすものだそうで、中身の実験は非常に多岐にわたっている。どの実
験もよく吟味されていて面白く、学生の評判はおおむね良いのであるが、
その実験を行うための人的労力と費用は莫大なものがある。内容は私が２
年前にこの研究会でこの授業報告を聞いたときとほとんど変わらない印象
であるが、18年度から文系にも「自然科学実験」を開講して約 50名の受
講があると言うことだった。文系向けの内容に理系と違って「数学」が入
っていたので面白い試みだと思った。「数学」について学生からの評価に
ついては、18年度は１人だけ「よい」と答えていて後は「よくない」とな
っていたのに、19年度はおおむね良くなっていた。不思議だったので、な
ぜ、そうなったのか講演者に質問すると「最初の年は数学のがちがちの専
門の話をしたが、評判が悪かったので講師を変えて、なぜこれをやるのか
をわかりやすく説明してもらうようにしてもらった」という返事であった。
中身が分からなければ学問の面白さは伝わらないが、どの程度の話をする
かは難しい問題で、この試みの難しさを感じた。
（文責　棚橋）
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第２分科会「高大連携・地域連携・国際連携」
本分科会のテーマは各種の連携事業に関する問題であり、主として高大
連携と地域連携の事例報告がなされた。また、入学前教育の問題も連携事
業の事例として取り上げられた。各報告の表題は以下の通りである。
（１）「世代間交流」を軸とした高大連携・地域連携
（２）山形大学の挑戦　－大地連携「山形大学エリアキャンパスもがみ」
における学びの分析
（３）推薦及びＡＯ入試による入学予定者を対象とした入学前教育の試み
（４）酪農学園大学における自作クリッカーシステムによる授業
（５）情報教育に関する高大連携の取り組み
このうち（４）は本来分科会１の内容であるが、時間の関係でこの分科
会での発表となったものである。（４）を除く連携事業の発表の要約を以
下に掲げる。
話題提供１ 「世代間交流」を軸とした高大連携・地域連携
小樽商科大学　岡部　善平
これまで多くの大学で行われてきた連携事業の実施形態としては、出前
授業、大学の科目履修制度、公開講座、オープンキャンパス、体験入学な
どがある。高等学校の立場から見たこれらの意味づけとして、多様な学習
経験を積ませること、現在の学習や進路に対する動機付け、といったもの
がある。他方、大学側の視点から見ると、いずれも大学の広報的側面が強
いものである。
小樽商科大学は、平成18年度より「世代間交流」をキーワードとして、
これまでとは異なった側面をもつ次のような高大連携事業・地域連携事業
を行ってきた。
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１．高校生のための夏期連続講義；「新しい清涼飲料水を考える」をテー
マに、高校生がグループワークを通して商品開発を行い、成果を発表す
る。これを大学の教員や飲料水メーカーの開発担当者が審査する。各グ
ループに大学１年生がサポート役として関与する。
２．公立高校における「学び体験ゼミ」；札幌市内の高等学校における進
路探求学習の一環として実施。大学生と高校生とが協働でゼミのテーマ
に取り組み、成果をグループごとに発表する。
３．世代間交流インターンシップ；札幌市内の企業において、大学生がま
ずインターンシップを行い、続いて参加した高校生の先導役、企業と高
校生の接続役を果たす。
これらの試みにおいて、従来の連携事業と大きく異なる点は、企画者で
ある大学側と高校生との間に、事業の促進役として大学生を関与させると
いうことである。高大連携に大学生が関わり、地域連携に高校生が参加す
ることにより、高校生、大学生双方の学習意欲の喚起、学習スキルの向上
が達成されることがわかった。また、高校生の立場からの利点として、大
学という学習環境における「身近なモデル」として大学生を見ることがで
きる点がある。大学生の立場からは、高校生と接触することで、リーダー
シップやチームマネジメントの重要性を認識することができる、という成
果があった。
話題提供２ 山形大学の挑戦　－大地連携「山形大学エリアキャンパスも
がみ」における学びの分析
山形大学　杉原　真晃
山形大学では、平成16年度に山形県北部の最上地区においてエリアキャ
ンパス最上を設立した。最上地区は、農業、林業を主要産業とする少子高
齢化、過疎化が進行した地域であり、県内他地域と異なり高等教育機関が
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ない地域である。エリアキャンパス最上においては、山形大学教養教育科
目として「フィールドワーク　共生の森もがみ」が設定され、現地体験型
学習が実施されてきた。この学習を通して、学生たちは地域の歴史や伝統
の奥深さ、地域が抱える課題の大変さ、地域の人々のつながり、などフィ
ールドワークならではの多様な学習を行うことができた。また、学生たち
の発表や報告を通して、コミュニケーション能力や対人スキル、協調性、
協力、団結力、忍耐力、自立心など、多様な「力」を身につけることがで
きた。
一方課題も見えてきた。即ち、地域側からはもっと学生に発言してほし
い、大学側からは体験するのみで、学びが深まらない、学生側からはサー
ビスを受けている感じのものがある、もっと積極的に関わりたい、といっ
た問題点が指摘された。これらの問題点を克服するための新しい取り組み
として、現地担当の地域の人への研修、学生への事前オリエンテーション
の強化、体験前後の授業時間外学習、発表会プレゼンテーションの厳格化、
などに取り組んだ。現地の人への研修や学生への事前オリエンテーション
の強化は、交流を円滑化させ、学生の活動を活発化させることに効果があ
った。学生に対しては、体験前後に、大学の学習支援システムを活用し、
事前学習や中間期学習、また、終了後の感想文の打ち込みなどの作業を行
わせた。発表会プレゼンテーションに備えて、プレゼンテーションの質を
評価の対象に組み入れるとともに評価の基準を明確化する、練習会を設け
て質のよいプレゼンテーションを具体化する方策について考えさせる、な
どを行った。これらの新たな取り組みは、学生の学びを深め、体験を円滑
に実施することに有効であった。
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話題提供３ 推薦及びＡＯ入試による入学予定者を対象とした入学前教育
の試み
岩手大学　江本　理恵
推薦入試やＡＯ入試で入学する学生数の増加に伴い、入学までの学習動
機の維持が困難となり、一般入試を合格して入学した学生と比較して学力
に差がある事実が指摘されている。これらの対策として、多くの大学で入
学前教育を実施することが一般に行われている。
岩手大学においても同様の現象が見られ、これに対応するために、入学
前教育を実施することとなった。具体的には、読書レポートを課すととも
に、e-Learning教材を提供して数学と英語の教科学習を行わせた。また、
入学前教育対象者の学習意欲を維持するための工夫として、Webを用いた
学習支援システムを開発し、活用した。このシステムを用いて、レポート
課題の課題図書に関する情報提供をしたり、レポートの提出を行わせたり
した。レポートについては、教員が実際に読んで、個々の学生に添削して
返却した。
学生たちの反応をアンケートで見ると、読書レポートの作成は大変であ
ったが大学の学びを知る上で役に立ったと答えている。しかし、学習支援
システムについては、アクセスした形跡はあるものの十分な活用がなされ
たとはいえない状況であった。また、レポートを教員が添削して返却する
ことを通して明らかになったことは、レポートの作成に関する非常に基本
的な作法が身についていないということである。今後は、入学前教育に参
加する学生を増やすとともに、一般入試合格者との学力差を縮めるための
教科学習に取り組む必要がある。
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話題提供５ 情報教育に関する高大連携の取り組み
札幌学院大学　皆川　雅章
これまで高大連携の典型的な活動は、高校生の大学における体験学習や
大学教員による高等学校への出前講義といった、どちらかというと大学か
ら高等学校への一方向の働きかけとして実施されてきた。札幌学院大学で
は、情報教育の分野において、高大連携の双方向化と深化を目指した取り
組みを行った。具体的には、高大の教員が相互交流を図りつつ継続的に議
論の場をもち、相互に理解を深めることにより、高校と大学の情報教育に
おける教育方法の改善を目指した。
活動は段階的に行われ、平成19年度にはまず情報交換を主たる目的とし
て、高校教員による大学の授業の視察、意見交換会の開催、高校の情報の
授業にあわせて大学の講義の一部を提供する連携型の出張講義が行われ
た。平成20年度においては、情報教育の高大連携の質の向上を目指したワ
ークショップを開催した。また、高校生を対象としたサマースクールを実
施し、3DCGやJavaプログラミングなどを体験学習させた。これらの実施
結果を高校教員に報告した。また、連携ネットワーク作りの一環として札
幌市内の協力校に対して、札幌学院大学で開発したコンピュータリテラシ
ー教育ツールを提供し、高校の情報教育における授業方法や評価方法の標
準化が実現されるように支援を行った。今後もこの方向で連携の継続、深
化を行っていきたい。　
以上の要約が示すように、第２分科会において様々な連携事業への取り
組みが報告された。高大連携事業に関しては、これまでのどちらかという
と広報に重点を置いた、大学から高校へ向けた働きかけから、双方向性や
大学生を促進役として関与させるといった、新しい方向性を模索しようと
する試みが行われていることがわかった。本学（東北薬科大学）において
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も、これまで出張講義、オムニバス形式の公開講座、高校生実験講座、ス
ーパーサイエンスハイスクール（SSH）に対する実験授業などが行われて
おり、高大の連携事業が恒常的かつ意欲的に実施されてきた。また、公開
講座の発展型を模索する活動として、本学を含む仙台圏の大学によりコン
ソーシアムが形成され、現在、さらに充実した高大連携の実現に向けて検
討が行われている。１）
山形大学におけるフィールドワークに対応した地域連携事業として、本
学においても平成13年度より薬局体験実習が継続的に行われている。１年
生または２年生が、夏期休業時に出身地域の自宅から通える範囲にある薬
局や病院において薬剤師体験をするというものであり、今年で８年目とな
る。この活動に対しては、平成15年東北学院大学で開かれた第53回の本
研究会において、「地域と連携した教養教育 － 特色ある教養教育の開発」
分科会で、原田により発表がなされた。２）今回山形大学の事例報告を聞く
ことにより、学生を大学外の環境で学習させることに関して、共通した問
題点が発生していることを知った。また、実施途上で発生する様々な問題
点に対して素早く、柔軟に対応することの重要性を認識することができた。
岩手大学の入学前教育に関する報告を聞き、本学で生じている入学形態
による学力の格差問題が、単に本学特有のものではなく、むしろどこの大
学にも発生している共通した問題であることがわかった。本学では、１月
と２月の２期に分けて入学前教育を実施している。１月には学科別に課題
を設定してレポートを作成させ、それを本学教員が添削したり感想文を書
いたりして返却している。２月には化学担当の教員が作成したオリジナル
問題集を送付して解答させ、採点して返却している。この問題演習は、４
月の入学時における学力確認試験の対策ともなると説明しているので、新
入学生は真剣に解答に取り組んでいる。本学では８年間、このような形式
で入学前教育を実施してきた。岩手大学の本年からの試みと比較すること
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により、その対応策に共通点が多いことに驚かされる。大学に存在する
様々な制約を考慮した上で実施可能となる方策については、同じようなも
のにならざるを得ないことを認識するとともに、本学の入学前教育を企画
した一人として、８年間実施してきた対策に妥当性があることを見て取る
ことができた。
本研究会において、他大学の交流事業の結果報告を聞くことで、交流事
業に関しては本学が早くから充実した取り組みを行っており、相応の成果
を上げていることを確認することができた。
１）学都仙台コンソーシアム
ホームページ　http://www.gakuto-sendai.jp/index.html .
２）原田　邦　第53回東北・北海道地区大学一般教育研究会（東北学院大
学）研究集録　p.35-41（2004）．　
（文責・原田）
第３分科会「検証・改善・研修」
第３分科会は、「検証・改善・研修」をテーマとして、４つの話題提供
がなされた。そのテーマに基づいた趣旨として、次のように述べる。
「教育評価、検証・改善、教職員研修などについては、各大学の現場
での自主的な努力、創意・工夫が重要な部分と、「分野別の質保証の枠
組みづくり」など、全国的な枠組みが必要な部分とがあり、各大学の取
組みや一般教員の意識はいまだ手探り状態のようにもみえます。
一方では、認証評価、法人評価など第三者評価への対応の経験から、
自己点検・評価の意義がようやく広く認識されるようになってきていま
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す。」
さらに、第３分科会のあり方として次のように述べる。
「・・・教育評価、検証・改善、教職員研修、自己点検・評価などに
関わるさまざまな取組みを紹介し、率直な議論により、共通の理解が深
まることを期待しています。」
と述べて、会の主催者の意気込みが感じられる。
話題提供１ 札幌市立大学（新設大学）におけるFD活動報告
－デザイン学部・看護学部協同による全学FD、
および学部FD実践－
札幌市立大学　城間　祥之
札幌市立大学は2006年に開設され、デザイン学部と看護学部の２学部で
構成され、看護とデザインの融合を旗印のもとに、教員・学生がともに相
手学部について理解を図るようなFD活動を行っているとしている。その
FD活動の具体的内容として、①シラバスの充実・改善を図ること、ⅰこ
れは「学生による授業アンケート」の結果をふまえ、担当教員に「所見」
の提出を求めシラバスの充実・改善を図ることが実施されたこと、ⅱそし
て、それを元に、「所見」に対する実施状況や学生へのフィードバックを
行っているということ、ⅲよりよい授業のための教授方法の改善へ向けた
FDの研修会を実施することなどが行われたとのことであった。また、②と
して、授業参観が実施されていることが報告された。ただし、ここでの授
業参観は、もちろん教員同士のものではあるが、目的とするのが、良い教
授法を皆が学ぶというものではなく、「開学間もない大学ゆえ、各教員が
どのような授業をするのかお互いが知らないので、教員間で授業内容を共
有することにより、授業内容の重複を避けて、授業を連携・発展・改善す
ることを目的とする」としている。この点については、FDとしての授業参
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観ということからすれば、少しはずれるのではないのかという疑問が出さ
れた。つまり、新設校として独特のものではないのかということであった。
確かに、本学および多くのところで行われている授業参観とは異なる感じ
であった。
そして、札幌市立大学のFD活動のまとめとして、FD活動に対する肯定
的な意見と疑問視する意見、不十分さを指摘する意見があったとも指摘し、
報告全体のまとめとして、FDは、十分活発であり、実質的にも順調に発展
しているものの、教員の負担が多すぎること、事前に十分な計画がなされ
ていなかったのではないのか、場当たり的であり、FD活動を計画化するこ
との重要性等が指摘され、継続的な課題でもあることも事実であると述べ
ておられた。FDそのものの意味は十分に理解できるとしても、法律で定め
られたからしなければならないというだけでは本来の意味でのFDとはな
らないと言う印象を受けた。
話題提供２ 学生との協働によるFDワークショップの実施
秋田大学　細川　和仁
秋田大学では、「学生との協働」ということを前面に打ち出した形での
FDワークショップの試みが従来からなされており、この形は北海道大学の
形式を十分参考にしたものであるとも述べていた。「学生協働」型授業シ
ラバスの作成について、特にその効果については、若干のためらいがある
かのような表現はあったが，概ね協働参加は良かったのではなかったのか
と、まとめられた。「学生の学習意欲を促す授業」について、学生の視点
を取り入れることは、ワークショップにおいて十分その意義を認めうるも
のであったのではないかとも指摘されていた。ただ、「参加」と「協働」
との違いについて、どのように理解されているのかについては報告されて
はいなかった。そして、このワークショップが一泊二日・ホテルに缶詰め
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の状態で行われたこと自体、教員と学生両者の教育力向上に効果があった
し、ワークショップが実施されることにより、シラバスも「徐々に改善さ
れてきた。」としていた。ただ、参加する人数が少数であったことにより、
出された意見の少なさも報告者には感じられたところがあったとも指摘さ
れていた。加えて、「FDに限らず、学生の視点を取り入れた活動を増やす」
ことが今後の課題であるとも述べられた。確かに、FD・アンケート等、学
生の視点は、今後の大学の教育の中で大きな役割を果たすことになるので
あるが、それに向けた大学側および教員側の明確な姿勢が問われることに
なることも自覚する必要があることを問うものではなかったのだろうか。
話題提供３ 学生参加型のFDワークショップー効果的な授業シラバスの
作成
弘前大学　木村　宣美
弘前大学のワークショップは、北大のスタイルを弘前大学に当てはめた
もののようで、北大のワークショップに参加したメンバーも含まれていた
と報告された。ここでのワークショップの趣旨として次のように述べてい
る。
「FDの義務化を踏まえ、『単位の実質化を踏まえた能動的学習の促進』
をテーマとして設定し、授業計画、授業方法、到達目標と成績評価方法と
の関連性を考えながら、授業シラバスに学生の視点も反映させるため、学
生参加型による効果的な授業シラバスの作成について研修する。」
このような趣旨のもと一泊二日にわたってワークショップを行うという
ものであった。ワークショップの中で、事実上存在しない架空の模擬授業
のためのシラバス作成を行うという形式であるので、その具体性について
多くの疑問が寄せられた。また、ワークショップの参加者の感想について
も報告された。学生側の感想として、「先生方が普段どのようにしてシラ
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バスを作っているのかを伺うことができて、勉強になった。」というもの
があった。また、教員側の感想としては、FDとは何なのかについての十分
な合意ができていたのか、などというものがあったと報告されていた。学
生に対するアピールとしては一応の効果はあったものの、学生参加の意味
が果たしてあったのかという疑問もあり、十分な合意があったのかは不明
で、参加についてもその目的や趣旨が浸透していないようにも見受けられ
た。この点について今後の検討が待たれるところではないだろうか。
この弘前大学の報告は、FDワークショップのあり方についても考えさせ
られるものであった。
話題提供４ 大学間連携FDネットワーク“つばさ”
－地域教育から全国規模の教育改善へ－
山形大学　酒井　俊典
従来から存在していた地域ネットワーク“樹氷”が全国、主に東日本の
地域に拡大した“つばさ”になったというものであった。ネットワークの
拡大によってより多くの大学等のFD活動に寄与することができるという
姿勢についての報告であった。情報を「共有」することによるFD活動の
活発化という点では確かに意味があると思えるが、「受験生確保が競合し
ない離れた大学間での協調」がその中心であるとの前提なのであろうが、
その前提が崩れた場合にも当てはまるのかという疑問が多く出されていた
がその通りではなかろうか。本学もこの“つばさ”に加入していた。どれ
程の効果があるかをただ漠然と考えるだけではなく実際に使っていくこと
が大切なのではあるまいか。今後の発展が期待されている。ここでの質疑
の中で、山大方式があることはわかるが、各大学独自のFD活動にどれ程
役立つのか、難しい問題は後に回され、とにかくネットワークを拡げてい
くという形式的な発展報告のみで、その中味はこれからの発展を待たなけ
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ればならないのであろうか等というものもあった。多くの疑問の残る報告
であった。ちなみに“つばさ”は本年度からの立ち上げであるのでその具
体的検討・検証は今後に残された課題であると言えよう。
以上４つの報告は全体として発表各大学の報告であり、全体のテーマで
ある「検証」にまでは至っていないような印象を受けた。
（文責　石澤）
全体会Ⅱ
１　事例報告　「単位の実質化－小レポートと学習の記録を用いた一つの
試み－」
北海道大学大学院文学研究科　教授　新田　孝彦
北海道大学平成18年度授業評価において、最も自習時間の多かった授業
について、担当者の工夫、反省、改善、そこから派生する今後の課題等に
ついて、事例報告がなされた。
「単位の実質化」が要請される背景として、ユニバーサルアクセス段階
にある大学において、入試による「入口」の品質保証機能の低下、学生の
学力の多様化が生起する一方で、中教審報告の提言にあるように、大学は
出口における品質保証を行うことを強く求められている事実がある。理系
においては、入口の質の低下に対してリメディアル教育の構築により応じ
ようとしている。文系においてもこれに倣った対応が必要であり、「文系
基礎科目」といったものが要請される。
「単位の実質化」の要件としては、制度の整備、教員の工夫に加えて、
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学習主体である学生の努力が欠かせない。北海道大学においては、制度の
整備に関して、厳格な成績評価、履修単位の上限設定、GPA制度の導入と
いった取り組みが10年にわたって行われてきた。また、教員の工夫につい
ても、FDを通じて継続的に実施されている。単位の実質化に向けた残され
た要件として、学生の努力、即ち自習時間の確保という課題が浮かび上が
ってくる。
講演者は、北海道大学において「人文科学の基礎」として「今どきの常
識を考える」を開講した。大学で学ぶことの意義やロジカルシンキング、
クリティカルシンキングを課題とし、「単位の実質化」を達成するために
学習記録（ポートフォリオ）の作成を学生に課した。具体的には、授業ノ
ートの作成、小レポートの作成、自主学習の記録、自己評価表を毎回の授
業ごとに作成・提出させ、これらを丹念に点検した。
授業を顧みると、反省点としては、内容が盛りだくさん過ぎたことが挙
げられる。学生の授業評価においても、非常に充実していたとする少数意
見があるものの、多くの学生は講義のボリュームや作業量が多すぎてつい
て行けないと不満を表明していた。他方、学生は講義を通じて論理的思考
の重要性を認識したようであり、また、読書法の紹介などは大変好評であ
った。
学習の成果を検証する目的で、自習時間と授業アンケートを点検したと
ころ、興味深い傾向が浮かび上がってきた。学生の自習時間については、
１週間当たり2.23時間と、北海道大学の平均学習時間の2倍以上となって
いたことが判明した。学生たちは、授業の盛りだくさんさや毎回作成しな
ければならないポートフォリオに不満の感情を抱きながらも、時間をかけ
て課題をこなしていたことになる。これは、単位の実質化の目的に適った
結果である。その一方で授業評価は惨憺たるもので、全学の教育に関わる
475名の教員中421位、５段階評価で3.32という結果となった。
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講演者が担当した講義は、自習時間は多く確保されており、単位の実質
化が達成されている一方で、授業評価は低迷状態であった。この事態の背
景を探る目的で、平成19年度の授業評価データを調査してみた。その結果、
授業に伴う作業量や講義の難易度と授業評価の評点に関して、“トレード
オフ”の傾向が見られることがわかった。即ち、作業量が多くて学生が不
適切と評価した授業については、適切と答えた授業より30％程度自習時間
が多かった。また、授業内容が難解であると評価した授業についても、適
切と評価したものより自習時間が50％ほど多いという傾向が見て取れた。
現状において、学生の意識の中では、適切な自習時間が１科目について
１週間当たり１時間程度ということになる。ここにおいて「単位の実質化」
に向けた重要な課題が浮かび上がってくる。それは、現時点で学生が適切
と感じる学習環境から、単位制度が求める授業外学習時間を適切と感じる
学習環境への転換を果たすことである。
この講演は、出口における品質保証を実効化する方策を考える上で示唆
に富む内容を含んでいると思われる。即ち、出口保証を目指して「単位の
実質化」を行おうとすれば、必然的に学生がこれまで適切としてきた学習
環境や習慣との間に摩擦が生ずることになる。また、教員の教育に関する
負荷の著しい増大が、無視できない障害となりうる。実際、講演者は毎週
150名の受講生の提出物と真剣に向かい合うことで、相当の労力と時間を
教育に割いてきた。しかしながらその結果として、「単位の実質化」に向
けたこれらの努力が、授業評価における低評価につながるとすれば、評価
制度に対する教員の信頼が揺らぐことになりかねない。
現時点で本学（東北薬科大学）においては、制度の整備やFDを通した
教員の工夫などについてはまだ進展途上の段階にある。今後これらを成熟
した段階に引き上げる努力を払うとともに、「単位の実質化」を適正に行
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っているかどうかを点検する必要に迫られるものと予想される。本学にお
いても、「単位の実質化」に向けた努力に伴う多大な負荷と学生からの低
評価に悩まされる事態の発生も予想される。
（文責　原田）
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